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　　　　N鳳c塁ear　Test　Explosio鱈s　by　I歴dia　and　Pak韮sta鍛
　　　　　　　　　　　　我nd　Se量SmO藍OgiCa9　VerifiCatiOn：
OH　the　Viabi蓋董ty　of徳e　CTBTΨs　Veri簸c謎tion　Capabil韮t量es
TAK〈EUCHI　Toshitaka
　　　王ndia　and　P段kista黛conducted　nuc圭ear　test　explosions　in　May，1998．　In　terms　of
yield　estimates　of　the　tests，　the£e　was　a　significant　difference　between　the　offic呈a圭
posi盛ons　of　India　and　Pakis訟n　ar｝d　the　est㎞ates　oξwestem　seismologists．
　　　Two　low．y呈eld　exp圭osio魚s　that王ndi段sa呈d　she　co負ducted　on　May　13were　not　de－
tected　by　an）T　of　the　noR－lndian　seismographs　in　the　world．　This　raised　a　suspicion
in・s・me　quarters　that　the　CTBT’s　verificati・n　capabiktfes　and，　in　tum，　the　CTBT
may　nαbe　viable　since宅he　CTBT　verif呈cation　system　was　supposed　to　be　able　to
detect　such　exp1・si・ns・
　　　T短spapef　ex段mines　the　proposed　inab鐵取of　the　CTBT　to　x・erify　nuclear　test
explosions．　Firs宅，　it　evalua宅es　the　yield　esdma£e　deba£e　by　wc呈ghing　the　pros鋤d
cons　of　both　sides　and　concludes　wkh　the　educated　supPosidon　that　the　ofξicia亙
Yield　estimates　were　p£obably　higher　than　the段ctual　yields，　which　would　make　de－
tectfon　more　difficult　thaR　CTBT　critics　have　assumed．　Second，　it　examines　the
aon－veh丘abMty－of－nuclear－test－explosions　argument　and　re餓es　it　based　on　the
folloWing　poi且ts・
　　　F玉rstly，　the　m滋簸purpose　of　the　CTBT　verification　system　is　not　to　detect
be長）rehand　and　prevent　all　nuclear　test　explosions，　as　seems　to　be　t｝ユe　assump虚o雌
ofks　cridcs，　but　to　deter　a　potendal　vio圭ator　by　making　Political　and　othe£costs
sig顧C・ndy娠gh・
　　　Secondly，　the　ve£圭fica．鉦on　sys宅ern　consists　of4divisions，　i．　e．，　the　internationaユ
mOnitoring　s）7stern（王MS），　on－site－inspec冠on　（OS王），　consulta廿o鍛2nd　clari負ca磁on
and　lasdy　confidence－building　measures！rhe　I裁王S　itselfhas　4　technic温components：
seismological，　radionuclide，　hy（iroacoustic　and呈nfrasound　monitoring。　The　seis－
moiogical　componcnt　is　only　a　part　of　the　IMS，　which　is　in　tum　but　one　division，
although　an　impotta　nt　one，　of　the　verification　system・
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　　Theref（）re，・ne・cann・t観t　the　en亘fe・CT［BT　verificati・n　system　merely　because
of　the　fact　that　the　seismological　component　xvas　unab玉e　to　detect　the　said圭Qw－yie玉d
tests，　w短ch簾e　estimated　to　have　been　less　than　halfofiK宅，　the　threshold　of丘皿
capa．city　seismologlcal　verifica丘on・
　　Third王y，　one　n衰ght　argue　th就the　I　Kt　thresho圭d　is　too　high。　Although　tech－
aologica1｝imitations　are　inevitable，　they　can　be　reduced　over　t：㎞e・　It　cannot　be
・・孟dth・t　th・・eism・圭・gi・・1お・・nit・・ing　w・s・nd　w皿・・捻面u・t・b・f・und・w・n面g
since圭t　was（and　is）　st皿being　bu盤t　and　was伽f士om　fidi　c2pacity　at　the　t呈me　of
the　tes宅s．
　　　Fourth1Y，　f（）r　the　CTBT　to　function　weU，　it　is　not　necessary　f（）r　the　seismological
component　to　prove　the　occurrence　of　a　nuclear　test　explosion・　It　is　sufficient　to
convince出e　Exec戯ive　Council　of　the　CTBTO　that　there　wasパlsusp圭cious”
enough　incident　to　warrant　OSI，　which　can　es亡我b鼓sh　with　near　absolute　certain“T
whether　or　not　a　nuclear　test　explosion（至d，　in　fact，　take　place．
　　In　ordαto　have段細1－Redged囲一pエoofveri長cadon　sys宅em，　we　h段ve　to　over－
come　verY　highひo懸tical，宅echnological　and丘nancial　hur（懸es，　so　to　speak．　The
P・litica！・huf（丑e，　nameiy，　nati・nal　s・▽ereig町ma5・beinsu㎜・untabie　at　the　present
dme　bec段use　the　kind　ofOSI　that　is　needeδfbr　a鍵一proofve距cation　system，　fbr
examp主e，　is　most　hkely　to　be　found　tOo　intrusive．
　　　Hence，　critics　who　say　the　CTBT　verification　system　is　so　faulty　that　it　rnakes
出eCTBT　unworkable　cannot　argue　for　this短nd　ofverifica琶on　syste搬because
theiエcl㎞is　base（至on　na廿o鍛譲secudly　concems£hat　are　i無essence　those　of　national
sove「elgnty．
　　This　paper　concludes丘om　the　above　d圭scussio償hat　the　CTBT　ve童i薮caもion
system　is　not　shaky，　as　the　ctitfcs　portray，　an（i　that　their　argument（圭Oes　not　stand．
1　はじめに
　インドとパキスタンは、1998年5月に核爆発を伴う核実験を行った。核爆発実験の回数お
よび爆発の威力に関する両国政府の公式発表と、地震波観測による推測結果が必ずしも一致
していないという事実がある（1）。この不一致に対しては、地震波観測による核爆発実験検
証体制の不備と見るか、公式発表に疑念を持つかの二っの見解が生じうる。
　前者の見方は、政府などの公式発表に信頼をおき、発表と一致しない観測データまたは分
析は、核爆発実験を禁止した包括的核実験禁止条約（CTB℃の検証体制に不備があるからだ
との見方となる。検証体制の不備は、CTBTのような軍備管理・軍縮条約にとって、致命傷
になり得る重要な聞題であり、CTBT自体の有効性に疑義を唱える一つの根拠となる（2＞。そ
のためもあり、当該条約のかなりの部分が、検証・査察体制に関する規定になっている。
　後者は、今圓の一連の実験に際して、地震波観瀾所が探知したデータは分析の資料として
十分であり、またそのデータ分析も麟学的」で信頼に足るとする、後追い検証可能な物的
証拠に基礎を置く見方である。表現をかえると、今回の爾圏の政驚発表は必ずしも信頼がお
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けるとは言えず、政治的声明である可能性が否定できないとの見方になる。これは、なにも
両国政府が意識的に虚偽の情報を流したという意味ではなく、正確な事後調査を踏まえず（発
表に間に合わなかった）、事前に用意された予測結果を発表した可能性を添唆するものである。
　本稿は、主に物的証拠を基にした（後追い検証可能な）「科学的」分析結果を検討すること
で、主としてインドの核実験の「実態」に迫り（3＞、あわせてCTBTの検証体制不備説を吟
味することを圏的とする。もとより筆者自身に地震波の「科学的」分析能力がないため、専
門誌に報告された地震波観瀾専門家の論文を紹介・検討することが、本稿の出発点となる。
そして、現状における地震波観測体制とCTBTにおける検証・査察体制（完成後）を比較し
ながら、crBTの検証体制不備説は杞憂に近いことを論ずる。
II　公式発表と観測結果
箋　公式発表
　インドの一連の核爆発実験は、公式発表などによると、5月11日に3回、同i3日に2睡の
計5麟行われた。いずれもラジャフスタン州ポカランの実験場で行われた。初日の3圃は、
i2Ktの核分裂型、0．2Ktの低威力型、43Ktの熱核型であった。同月17日に行われた関連科
学者などの記者会見で、チダムバラム原子力委員会委員長は、11日の実験は約1Km離れ
た実験場で同時に行われた、それは熱核型の爆発による衝撃波で核分裂型のシャフトに損傷
が生じるのを恐れたためであると説明した（4）。方角的には、東西方向に1Km離れていたと
のことである。また、低威力型のシャフトは約2．2Km離れており（5）、各シャフトを頂点と
する三角形のような形状であった。
　第：H目の実験は、0．3Ktと05Kt程度の低威力型であった。いずれも、1sem以上の砂のあ
る砂丘の地下で行われた（6）。砂丘では、堅い岩盤の地層と比較して、爆発の衝撃が吸収さ
れる率が高く、地震波による観測がむずかしくなるとともに、観測されたデータも数値が低
くなる。この実験もそれぞれ別の垂直型のシャフトで行われた（7）。
　パキスタンの場合は、5月28日に5翻そして岡月30日に1國核爆発実験を行った。実
験回数に関する公式発表ですらすぐに訂正されたことから分かるように、パキスタンの実験
には曖昧な点が多く残り、威力の詳細も明らかでない。公式発表によると、初日の実験のう
ち最大のものは30－35Kt程度の威力があり、威力の総計は40－45Ktとされている。第二欝漕の
実験は、玉548Kt程度の威力となっている。いずれも、実験場は、バチスタン州チャガイにあ
る丘陵地帯であった（8）。
2　観測結果
（3）5月11日の実験
　5月11日に実施された実験は、その推定規模（マグニチュード漏M．）に差はあるもの
の、多くの地震波観濁所で探知・観測されている。もっとも、インド側発表によると同時に
3回爆発実験したため、1閣の実験に相当する地震波しか観測されておらず、3回であると
の確認は出来ていない。
　なぜ確認が出来ないかと言うと、3回のうち1圏は0．21〈tの低威力型であり、そもそもこう
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した低威力型の探知・観測能力には疑問があること、また残りの2回の大規模実験で生じた
地震波に紛れ込み、識別不可能になってしまうためである。残り2囲の大規模実験も、シャ
フトの距離が1Km程度とのことなので、至近距離での観測結果が得られない今團のような
場合は、明確な識別が困難だからだ。したがって、以下に紹介する推測値は、3回の実験の
総計をあたかも1回の実験で発生した地震波として扱い、換算した数値である。
　まず、米国バージニア州アーリントンにあるプロトタイプ・国際データ・センター（Pエ・t・type
Intcrnati・nal　Data　CentCf　・PIDC）と呼ばれる施設に送られてきた94カ所の地震観測所からのデー
タによると、この3園の実験では、インドが1974年に実施した「平和目的」と称する実験と
大差のないM．5．Gを記録している。この「平和目的」核実験は、インド側の発表では12Ktで
あり、米翻の推測値は2Ktであった（9）。PIDCのデータに基づく今園の推測値は、15Kt程度
とされている（10）。
　別の專門家は、25Kt程度と推測しているが、誤差のため、この推測値の半分又は2倍の可
能性もあると述べている（11）。これは、インドの実験場からの地震波観測データが不十分で
あり（12＼正確を期すると大きな誤差を見込む必要があるからだ。地震波の伝播経路や地殻
による減衰などが、威力の推測に大きな影響を及ぼすためであるG3㌦その他にも、　M．5．2
を観瀾し、核兵器国のこれまでの実験の経験から12Kt前後との推測値（14）や中間値として
12Kt、95％の信頼度で946Ktとの推測値もある“5＞。
　もっとも高い推測値を出しているのは、米国地質調査院（Geological　SUfvey）である。それ
によると、125カ所の観測所からの数値として、実体波はM5．2、表面波としてM．3．6を記録
しており、威力の総計を30－60Ktと推測している｛1　6＞。
　以上紹介した推測値を概観すると、大ざっぱではあるが、多くは十数キロトンから工十数
キロトンと見積もっていると言えよう。しかし、米国地質調査院の推測値では、最低でも30Kt
であるので、この範囲に収まらず、最大限の60Ktを取るとインドの発表に近い数値となる。
（2）5月13Bの実験
　5月13日に2回実施したとインドが発表した核爆発実験は、インド国内を除くと（17）世界
のどこの地震波観測所でも探知・観測されなかった。したがって、実験をしたことは間違い
ないと仮定すると、なぜ探知出来なかったのかが問題となる。実験の規模や深度、実験場の
地質、シャフトの形状や地震波観測計の探知・観測能力などが関連する。この問題の解釈次
第では、CTBTの検証体制不備説が生じる余地がある。この点については、後述する。
（3）パキスタンの実験
　パキスタンの実験に関する観測結果や推測値の大要は、おおよそ次のようである。まず、
28日の威力を総計しても9－a2Kt前後であり、3帽の実験は4－6Kt程度でしかないとの推測があ
る（’8》。また、28Hの実験はM．4．6なので、1QKt程度に相当する。3G　Bの実験は、　M．4．3だっ
たので、5Kt前後との説もある。地震波は、　CTBT検証体鰯の一翼をなす国際データ・セン
ター（II）C）所属の地震観測所多数で探知・観測されている（19）。さらには、28日は245Ktで、
30臼は数キロトンとの推定もあるく2°）。申間値として28日は9Kt、30日は41〈tとし、95％の信
頼度で28日は6－13Kt、30日は2－8Ktとの数値もある（2　E）。
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　いずれも、パキスタンが公式に発表した数纏を大幅に下回っている。上で紹介した推測値
の平均的な数値として、28日は10Kt前後であり、30日は51〈t前後と見なしても大きな齪酷は
生じないであろう（22＞。公式発表の3分の1から4分の1程度しか威力がなかったとの推測
が成立する。
III公式発表への疑義と疑義への反論
1　5月11日の実験
　この日の実験は同時に3團との発表であるが、同時型の実験はモデル化が容易ではなく、
高度の技術を必要とする。利点は経済性にあり、米国も同時型の実験を行ってきた（23）　e今
回のようにわずか1Kmといった至近距離で同時に実験をした場合、遠距離を伝播してくる
地震波観測から実験を個々に識別するのは不可能に近い。1圏の実験で通常1秒間程度の波
形が生じるため、それ以下の変動（今國は0．2秒前後の差となる）は見極められないからであ
る（24）　．地震波だけで識溺するには、近郊に観測所が必要となる。
　インドは実験場での観測データ（爆発の状況や影響だけでなく、爆発が起こった深度、爆
縮に関する情報などを含む）の詳細を公表しないため、3回の核爆発実験が行われたかどう
かは確認のしようがない。しかし、シャフトがすでに幾つか掘削されていたのは既知の事実
であり、他のシャフトへの損傷を恐れて岡時に実験を行ったとの説明は、それなりの論理性
があると思える。
　インド側は、ガウリビダヌァー（GaUfibidanur）地震波観測所のアレー（atxaY＞地震計が実
体波で実質的にM．5．4を観瀾したことをもとに、公式発表の数値に間違いはないとする論文
を発表している（25＞。すなわち、実験場から東爾方向に位置する観測所は実体波のMを低
く観測する傾向がある（南北方向は、逆に増幅される）。これは、約1Km離れたシャフト
で同時に爆発したため、東函方向では衝撃が相互に干渉して減衰したためである。この減衰
を勘案すると、ガウリビダヌァーの推測値は実体波でM．5．4となる。ここから、威力は58±5Kt
と推定し、公式発表の正しさを唱えている。
　この反論が指摘しているように、各地観測所の推定M値に大きな差異（M．4．1－5．8）があっ
たのは事実である。この数値だけでは甲論乙駁になってしまうが、こうした威力の推定問題
も、現地査察が実施できれば、ほとんど全て解決可能である。もし、現地査察が拒否された
としても、実験場の近郊に地震波観測所が設置され、その観瀾データが公表されれば、多く
の疑問や疑義が解消する。
　今園のインドの実験は、実験準備を覚られることなく実施できる能力があり、また実験を
成功裡に行ったことを世界に知らしめる政治的効果に力点があったと思える（2ti）。隠密裡に
実験を行い、水面下で核武装を進めるためではない。したがって、実験を隠す意図は全くな
かったであろう。
　肝心なのは、もし隠す意図があったとしても、この日の実験は地震波観測だけで間違いな
く探知できた、と予想できる点にある。威力の規模に測定誤差は出るにしてもである。米国
の偵察衛星の囲をかい潜るため細心の注意を払ったインドの実験準備でさえ、覚られる寸前
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であり、きわどいタイミングで実際の実験実施が先行したとの報道もある（2　7｝。もしタイミ
ングがずれていたら、インドの実験は晴天の露震にはならなかったかもしれない。秘密纒の
核爆発実験実施は、年代の経過とともに難しくなってきていると言えよう。
2　5月13日の実験
　この日の実験が、議論・疑義の的であり、CTBTの検証体鯛不備説の中心的な根拠となっ
ている。前述したように、インド以外の世界中どこの地震波観測所でも探知・観測されなかっ
たからである。実験が実施されたことを前提にすると、不探知の一因として、実験の衝撃が
弱まることで、地震波の減衰が生じる可能性が直ちに思い浮かぶ。
　地震波が減衰して探知・観測が難しくなり、その結果推定爆発威力が低下する傾向が生じ
る理由として、おもに次の二つが考えられる。まず第一に、軟弱な地層は竪固な地層よりも
爆発に伴うエネルギーを吸収しやすいため、そうした地域では発生する地震波は弱まってし
まう。第二に、意図的に大きな空洞を持つシャフトにして、爆発エネルギーの大半を空気な
どの圧縮に費消してしまう方法（デカプリング）もある。
　インドは、この日の実験は深度i50m以上の砂丘で実施した（28》と発表しており、きわめ
て軟弱な地層で実験が行われたことになるため、観測した地震波が実際より弱く出てしまう。
そのため、爆発の威力を弱めに推測する傾向が生じる。
　しかし、第二のデカプリングに関しては、この方法を取ったと説明しなかったこと、デカ
プリング用の空洞を掘削した兆候がないこと、実験実施命令からわずか1カ月ほどでの実施
のため、わざわざ空洞を造る時間的余裕がなかったと推測できること（以前に掘削して準備
してあれば別であるが）、さらに核爆発実験の目的は実験をしたという事実を世界に知らしめ
る点にもあったと判断でき、爆発の衝撃を意図的に削減する理由がないことなどから、観測
地震波を減衰させた理由としては除外しても良いと思われる。
　この日の実験も岡時に行われたので、地震波が相互に干渉して弱まったとの説明もあった（29）。
しかし、なぜ金く地震波の探知・観測が記録されなかったのであろうか。実験当時の地震波
観測網の探知能力に問題があった可能性も否定できないので、この側面を検討しておこう。
　インドの実験場にもっとも近い（インド以外の）地震波観瀾所は、約750Km離れたパキス
タンのニロレ（Nilore）にある。この観測所の地震計は、従来型の三つのセンサーで構成され
ており（3°）、CT盆rの補助地震波観測所（後述）の一つとして、将来的には設備の更新が行
われる予定である。また地震波研究所共同組織（lncofpGratcd　Rcseafch　lnstitutlons　fof　Seismolog｝，＝
IRIS）という大学や研究所など約80カ所（‘’　1｝の協同観測網の～環でもある。データは開放さ
れており、誰でもアクセス可能である（32）。したがって、データ改蜜の心配はない。
　この観測所は、インドの核爆発実験当時も通常の地震波観測を行っており、実際に同時間
帯に小規模の地震（ヒンズー・クシ地域）を観測している。そのため、数十トン程度の爆発
は探知できたはずであり、誤差を見ても100t以上の爆発は確実に探知したはずと言える（33）。
ところが、実験の前後それぞれ6時間を調査したが、爆発実験の兆候も見いだせなかった（34》。
　ここから、今までの議論で示唆されているような疑問が生じる。こうした疑問をまとめる
と、まず第～に、核爆発実験は成功したのだろうか。第二に、もし成功したとしても、実際
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の威力は発表と異なるのではないか。第三に、先述してあるが、もし発表通りの威力だとし
たら、どの地震波観測所も探知観測できなかった原阪はどこにあるのだろうか。さらには、
以上の疑問に対する結論は、cTl党の検証体制の評価にどのような影響を与えるのであろう
か（このC⊥TBT問題は後述）、などである。
　残念ながら、本稿では明確な解答を抽出出来ない。インド側から説明があったように、深
度霊50m以上の砂丘で実験を行えば、衝撃波が減衰されるし、また間時実験のため衝撃波が相
互に干渉して弱まった可能性もある。もともと05Ktと0．3Ktという小規模の実験であり、地
震波観測計の探知・観測能力を下園ってしまった可能性も否定は出来ない。前述したパキス
タンの観測計が最新型でなかった、と強いて言えば指摘もできるであろう。
　しかし、腋に落ちないのは、5月1蝦の実験に関しては、政府系研究所の科学者が具体的
データを示して反論しているにもかかわらず、筆者の知る限りでは、5月13日の実験に関し
ては沈黙を守っている点である。この反論論文の共著者の一人は（Sikl〈a）は、敢域的な地震
計などだけしかこの日の実験の地震波を観測撮来なかった。その内容は、近日中に公表する
と発雷していた（35㌦その結果分析の一部が、当該論文となったのであろう。
　ではなぜ、13日のデータも公開し、分析しないのだろうか。彼の発言によれば、インドだ
けが握っているデータである。最大の争点とも書える点が、何の説明も加えられず、曖味な
ままになっている。このデータを公表・分析することで、肝要な国家機密が漏れてしまうと
は思えないのにである。
　特に、先述の論文で、東西方向の地震波は減衰したと説明し、ニロレ観測所その他のデー一
タに反駁を加えているが、同時に南北方向は増幅したとも述べている。すると、実験場の北
方に位置するキルギス観測網（Kyrgyz　N　e“VOfk）が、何も探知・観測しなかった事実（36＞が
説明しにくくなる。また、二mレの観測計の精度が、誤差を見ても100t程度であるとの説か
らすると、政府発表の威力総計である0．8Ktは、その8倍の爆発なので間違いなく探知出来る
はずである。したがって、実際の威力は政府発表よりもかなり少なかった可能性が高いと推
瀾できるように思われる。
　だからといって、実験が失敗したことにはならない。実験葡の予想推測値と実際の威力が
多少異なるのは、おかしな現象では決してない。まして、13日の実験は核兵器の武器化（小
型化、軽量化）のみならず、将来の未臨界（核）実験やコンピュータ・シミュレーションを
見据えたものと思われ、単なる大規模実験よりかえって技術的に複雑な側面もある。そのた
め、推測値に誤差が生じても宜なるかなと思われる。
3　パキスタンの実験
　パキスタンの実験は、前述したように、両日とも多くの観測所で記録されている。実際の
威力は発表を大きく下圃るとの疑義に、パキスタン側は科学的な反論を試みていないので、
論争にもなっていない。ニロレの観測計は、実験の約2隣問前から観測中止の状態にされて
いたので、何の記録も残されていない。インドには、同国内の地震波のデータから、28日の
実験は5－10Ktで、30日は2－4Ktと計算している核の専門家もいる（37）。いずれも、薦側科学者
の推測平均値を下回った数値である。なお、1）IDCでは、約30分前にアフガニスタンで大規
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模な地震が発生した影響で、30日に実施されたパキスタンの核爆発実験の地震波を地震によ
るものと識別出来なかったそうである（38）。
　一般的に言えることは、28日の実験は同時型であったと思われるので（39＼インドの場合
と岡様に、衝撃の相互干渉のために威力が弱く観察された可能性は否定できない。ただし、
実験は山の中腹に掘ったシャフトで行われた可能性が高いので、砂丘の場舎と比較して、衝
撃波は周辺の岩盤によく伝播したはずである。そのため、インドが自国の核実験に関して主
張したほどの地震波の減衰はなかったと思われる。つまり、疑義を唱えた科学者たちの推測
威力は、インドの場合と比較して、より実態に近いと断言できる状況にある。
IV　CTBTの検証体制不備説
1　不備説の根拠
　不備説の根幹は、インドが実施した5月王3日の実験を探知・観察できた地震波観測所が、
インド以外にはない点にある。もし、こうした小規模実験を探知出来ないならば、最悪の事
態を予想すると、条約締約国でも違反して実験を繰り返すかもしれず、条約順守国は囑鹿
を見る」羽目に陥ってしまうく4°）可能性が否定できない。核兵器は、抑止戦略の基盤なの
で、その基盤が揺らぐ事態は、国家の安全保障を危うくするとの考えである。
　国際監視体鱗αn亡ematlo舩l　Monitoring　System⇒MS。詳細は後述）の地震波観測所網の推測
精度に疑問が沸いたことも、不備説の傍証になっている。すでに紹介したように威力の推測
値に大きなプレがあった点、そして、当初はとの但し書きがつくが、11Hの実験の震源地を
1）IDCが地下57　k　mと推定し、実際と大幅に異なっていた点などが挙げられる（4　1）。
　あるCTBT反対論文に基づいて、検証体制不備説の論拠を詳細に見ていこう（42）。この論
文は、効果的な検証の定義として、「軍事的に有意義な」違反を適時に探知する能力に対する
信頼度が高いこと、が一般的であると述べている。この定義から、「軍事的に有意義な」情報
をもたらす核実験の威力の最小限はどの程度か、さらにこの最小限の実験をCTBTは探知可
能か否かとの設問をし、この最小限の実験が探知できないので、CτBTは検証不可能との結
論を導いている。
　その根拠として、まず、大半の弾頭を考案するには、1Ktから10Kt程度の威力があれば
問題ない。しかし、米国の核兵器の信頼性確認を目的とする場合は、500t程度の威力で十分
である。ここから、500t程度の威力でも「軍事的に有意義な」情報を得られる可能性がある。
　第二に、｛MSは庫事的に有意義な」核実験の探知ができないと述べている。探知がほぼ
不覇能な核実験として、他の爆発活動による隠蔽の可能性、大洋での実験（どの国の装置か
識別が困難）の他、本稿でも言及したデカプリングを最も可能性が高い例として挙げている。
CTBTの探知農標はlKt程度であるので、衝撃波の減衰を考慮に入れると、数キロトンの核
実験を探知できない可能性が指摘されている。最大の減衰効果は、7G分の1とされているの
で、70Kt以上には疑問符がつくと述べている。
　第三に、米国の「国家的技術検証手段（Natio！｝arrechnic侵1　Mcans罵NTM）」による情報の効
果が過大評価されていると指摘している。米国のNTMの屋標（つまり、現在その能力はな
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い）が、世界のかなりの地域における数キロトンの核実験探知であり、しかもこの霞標の達
成はそう簡単ではない。探知技術の改善を考慮に入れても、低威力型の核実験が可能になる
にっれて、全世界が実験場になりうるので、カバーする範囲が広すぎて探知がきわめて困難
になる。また、低威力になると、核実験にともなう爆発かその他の爆発（例えば、鉱山での
爆破作業や地震）かの識別が、技術的に函難となるばかりでなく、処理件数が飛躍的に増加
することによる混乱も生じうる。
　また、検証体制そのものに対してではないが、CT蹟9は核実験の定義をしていないため、拡
大解釈をすれば、4ポンド程度の核エネルギーの放鵡をする実験（いわゆる流体力学実験）
も合法となってしまうと主張している。米国は、クリントン政権の公式解釈が「ゼロ・イー
ルド」なので、この種の実験はできない。
　以上のような根拠から、この論文は、機密裡に行わない実験は1Kt以下、機密裡に行う実
験は70Kt以下ならば、「軍事的に有意義な」核実験が探知されずに実行される確率があり、
CTBTの検証体制では信頼できない、と結論づけている。
2　検証の巨的と障害
　C’1”BTの検謳体制を検討する前に、まず～般的な検証の臨的を明確にしておきたい。検証
の爵的に関して、不備説には、基本的な誤解があるように思われるからだ。検証の目的は、
全ての違反の発見・探知にあるのではない。違反が発見される可能性を高めて、隠密裡の実
験に伴う財政的負担を増し、さらには発見された際の政治的コストを高くすることで、条約
違反を考えている締約国が実際に違反行為をする意思をなくさせること、つまり実験の抑止
に力点がある。
　上で紹介した論文では、「軍事的に有意義な」違反の適時な探知を目的としているので、あ
りとあらゆる種類の違反全ての探知ではない。しかし、「軍事的に有意義な」違反は全て探知
しなければならず、探知に主隈を置いている点で抑止と異なる。特定の分野にせよ、違反を
全て探知しなければならない場合は、きわめて厳格な現地査察で最終的な確認をせざるを得
ない可能性があり、後述するが、国家主権の壁にぶつかってしまう。「軍事的に有意義」で、
しかもただでさえ探知が園難な低威力型の場合は、なおさらであろう。
　なお、500tを暉事的に有意義3であるか否かのめどとしている点に、幾つかの疑問があ
る。米国の核兵器の信頼性試験に有意義であるとの判断から、嘩事的に有意義」とみなして
いるからだ。この論文は、米国以外のC窪BT締約国の逮反を想定しているので、米国の技術
水準以下の国（米国以外の全ての国）にそのまま当てはめることはできない。技術劣位にあ
る国は、より威力の高い実験を行わざるを得ない可能性が高いからだ。
　また、信頼性の向上が暉事的に有意義」との判断に異議はないとしても、それが違反国
の核攻撃能力の「有意義な」向上と酋えるかどうかは大いに疑問である。つまり、既存核兵
器の維持・保管における劣化や事故を防ぎ、そこから派生しうる偶発的な戦争を防止すると
いう意味で、「軍事的に有意義」と書える。しかし、この場合、敵対国・組織だけでなく米国
にも恩恵をもたらし、ひいては偶発戦争の可能性を低めるという意味で、全琶界的に好まし
い状況であろう。敵対国・組織が、例えば、米国に対する攻撃能力を向上させるという意味
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での「軍事的に有意義］では決してない。
　本稿で強調しておきたいのは、cfBTのように現地査察が認められている場合は、違反行
為があったと立証する必要が当初は特にない点である。条約違反がおこったと凝うに十分」
なデータの提供があればよい。実際に違反があったかどうかは、現地査察で明確にできるか
らだ。CTBTの場舎、この凝うに十分」かどうかは、51か国よりなる執行理事会が判断す
る（現地査察の実施には、30理事国の賛成が必要である。）。
　確かに、全ての違反を発見出来るに越したことはない。しかし、完壁な検証体制・制度な
どまずあり得ない。政治的には軍事機密など国家主権の壁に必ずぶつかるし、学問・研究の
自由に関連する可能性すらある。また、技術的な限界があり、資金負担面でも問題が生ずる
からである。
　このうち技術は、時間の経過とともに進歩していくであろう（’；　3）　。しかしいくら進歩した
ところで、それが高価なものであれば、費用対効果の側薦から採用されない可能性がある。
例えば、現体制下で90％の違反が発見可能であったとして、もし99％可能にする技術が開発
されても、現在の5倍の費用負担を迫られるとなると、二の足を踏む国が出てくると容易に
想像できる（”　’1）。検証・査察体制がコスト高になることも一因として、流体力学実験を禁止
の対象に含めないよう説いた専門家がいるくらいである（’t　：））。
　国家主権は機微かつ肝要な問題であり、現状の主権国家申心型西欧国際体系（国民国家体
系）の基本的枠組みに変化がない限り、常に大きな壁として検証体制に立ちはだかるであろ
う。CTBTの交渉において、基本義務（禁止の対象）に核爆発を含まない核関連実験も含め
るよう主張した諸国も、その主張を担保するより干渉的（intrusive）な検証・査察体制には、
主に国家主権の保持という観点から消極的又は懐疑的な態度であった。インドなどその典型
と言える（4ω。
　先に挙げたC”1’B’｛’の執行理事会の権限も、この国家主権の考えが反映したものである。つ
まり、国家主権にかかわる側面を持つ現地査察の可否といった重要な判断を、CTBT機構
（crBTo。特に技術事務局）などの国際官僚に任せるわけにはいかないのである。最終的な
判断権限は、国家にあるのだ。
　ことほどさように、国家主権は機微な問題なのである。したがって、もし技術的、資金的
問題が解決されたと仮定しても、核兵器は言うに及ばず、軍事機密一般の保持は国家の安全
保障上重要と考える国が圧倒的に多い現状を見る限り、完壁な検証体制とくにその完壁さを
保証する類の現地査察など、成立不可能と断言して良いだろう。
　国家主権だけではない。例えば、核実験に関するコンピュータ・シミュレーションが含ま
れていないためにGHrは不十分であり、核兵器国（NPTで公認された5核兵器所有国）の
既得権確保がC’i’B’fの獲いだったとする意見を見聞するが（47）、もしこのシミュレーション
をも禁止の対象にすると、大学の核融合関係研究所などでの研究を詳細に調査する必要が生
じる可能性が高い。すると、團家主権だけでなく、学問の自由や知的財産権にもかかわる側
面を持っ重大な問題になる。こうした点を考慮に入れると、そう簡単に「べき」論で論じら
れる問題ではない、と書えるように思える。
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3　検証体制
（1）検証体制の枠組み
　C冊rの検証体剃は、IMS、現地査察制度、協議及び説明制度そして信頼醸成措置で構成さ
れている。その主体は、｛MSと現地査察である。蝋Sは、今まで述べてきた地震波観測網だ
けでなく、放躰性核種、水中音響そして微気圧振動観測網で形成されている。
　C王1BTの検証体制の枠外になるが、疑義が生じる事象の証拠として、国際法に則って収集
されたNTMによる情報が認められており、違反の発見がより可能な体制となっている。NTM
とは主として信号・電波の傍受・解読また衛星による監視をさす。いわゆるスパイ活動も
NTMの一環と言えなくもないが、スパイ活動により収集された情報は、　CfBrでは証拠とし
て認められないと明示されている。
　協議及び説明制度と信頼醸成措置を簡潔に説明しておくと、前者は文字通り条約遼反の疑
義が生じるような事象があった場合、締約国間または（こT｝ぎr機構などを通じて問題解決を図
る手続きをさす。疑義を持った国と持たれた国の間の協議や説明が主となろう。後者は、鉱
山での掘削やダム建設などに当たって化学的爆発を活胴するが、これが核爆発実験と誤解を
受けないよう、事前にCJ’YB”V機構技術事務局に通報しておく措置である。
（2）IMs
　王MSの構成とその理曲は、おおよそ以下の通りである。地震波観測は、今回のような地下
核実験探知が目的であり、世界中で50カ所の主要観測所と120カ所の補助観測所からなる。主
要観測所は地震波の探知が主要農的であり、補助観測所は震源地、1　・E．それに地震波の特徴
（核実験に特有な波形かどうか）を見極めるためにある（48㌦地域的に若干の差はあるが、世
界中の地震波が十分カバーされると考えられている。なお、当初インドに設置が予定されて
いた観測所は、インドが設置場所の提供を取り下げたため、（ぼBT議定書の付属文書では空
欄となっている。
　放射性核種観測所は全部で80カ所あり、そのうち40カ所は稀ガスの探知が出来る観測所で
ある。放射性核種監視のための実験施設も16カ所設置することになっている。名前の通り、
大気中の放尉性核種を測定するためである。とくにキセノンやアルゴンといった希ガスは、
核実験に特有の放出物であり、地下核爆発実験により地表にごく微量が表出する可能性が高
く（表出するまでに長時間かかる場合もあるが〉、いろいろな手段を講じてもこの漏出を避け
るのは難しい。
　したがって、例え、匿界を網羅した地震波観測網で探知・観測できなくとも、希ガスの存
在が確認されれば、核爆発実験を実施した動かぬ証拠となる。問題点は、こうした希ガスの
半減期が短いことで、アルゴンー37は35日、キセノンー133は5日、キセノンー135は9時間
でしかない（’1　9｝。迅速な現地査察が必要なゆえんであり、本稿の範購外になるが、C1賢rでは
こうした事態に備えて詳細な規定を設けている。
　水中音響観測所は、水中での音波の伝播が良好なため、世界に1iカ所あるだけである。こ
の技術は、水中、海中、海衝、沿岸部そして孤島などで行われる核爆発の監視に当たる。6
カ所の水中音響観測所と5カ所のT櫓観測所よりなる。前者は水中の音波を観測し、後者は
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T相と呼ばれる水中、海中を伝播して島や沿岸に到達する地震波を観測する。主として、南
太平洋の監視を目的としていると書って良いだろう。
　微気圧振動観測所は60カ所あり、文字通り微妙な気圧の振動を観測する。大気中の核爆発
実験監視用である。放射性核種の観測も、この種の実験に有効である。
　このように、IMSでは、地下核爆発実験用に地震波観測と放射性核種の観測、水中実験用
に水中音響観測、そして大気圏での実験用に微気圧振動観測が対処することになっている。
こうしたデータがオンライン通儒網などを通じて、オーストリアのウィーンに設置予定の国
際データ・センターに送付される。
　これで全ての核爆発実験が探知可能かというと、そうは問屋が卸してくれない。目標また
は目安となる敷居値はIKt（衝撃が地層によく伝播する状態で、　M．4．0に相当）である。地球
の地殻が恒常的に微動しているため、それ以下の地下実験は小規模の地震と明確に識別でき
るとは断言できないからである。言い換えると、1Kt以上ならまず間違いなく探知出来るが、
それ以下は探知可能と自儒を持って雷えない状態である。
　この点は、先述した論文などの不備説派が指摘したとおりであり、大きな弱点と論ずるこ
とは可能である。しかし、地震波その他検証関係の専門家を琶界から選りすぐった科学専門
家グループ（Gr・up・f　Scientific　llxpcrts）が、二十年ほどの歳月をかけてたどり着いた現状に
おける最善の結論が、CTBTの検証体制（技術的側面）に盛り込まれているのである。これ
以上は、現状の技徳では儒頼度を持って可能と雷えないとの判断を、同グループが下してい
る。これ以上の担保を求めると、何度か書及している、厳格な現地査察制度が必要になる。
その意味で、ここでも、凝うに十分」な事象と執行理事会が判断すれば、現地査察が実施で
きる意味の大きさがよく分かる。
（3）実験購の状況
　では、印パが核実験をした当時の核爆発実験検証体制は、どのような状態にあったのだろ
うか。当面（］’1’BTの発効が見込み薄すのため、当然といえば当然であるが、上記した完成晴
の姿にはほど遠いものがあった（se）。地下実験に関係するのは、地震波観測網と放射性核種
観測網である。地震波観測網では、主要観測所のうち35観測所が稼働中であった。このうち、
26観測所が5月11日の実験を探知したt5　1）。補助観瀾所も入れると完成時の約4分の3が稼
働中であり、そのうち62カ所がll日の実験を観測したそうだ（52＞。別の資料では、時期に若
干の差はあるが、主要観測所の64D／o、補助観測所の27％だけが稼働中とある（53）。
　放射性核種観測網は、20カ所の稼働にとどまる。稼働中の観測所としてはクウェートがもっ
ともインドに近かったはずであるが、何も探知していない（54）。前述の資料では、放射性核
種観測所の27°／・だけが稼働申と述べられていた備）。観測所の数値はse／，であり、公認の放射
性核種監視実験施設の稼働率はもっと低いとするものもあるく56㌔検証体制が完成した暁に
は、ポカラン実験場により近接する中国やロシアの放射性核種観測所が探知可能であろう。
なお、水中音波監視観測所は27e／・、微気圧振動観測所は2e／・の稼働率にしかすぎないとされて
いる（f’7）。
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4不備説の検討
　今までの指摘や議論から、C’IBTの検証体制不備説の問題点が容易に推測できよう。つま
り、不備説は5月B日の実験を、検証体制を構成する一分野であるIMSの、そのまた4技術
分野の一部門、しかも実験当時稼働中の地震波観瀾所の結果のみ（クウェートの放射性核種
観測所は、インドの監視を目的とするには遠すぎると判断できるので除外する）に基づいて
論じている。
　もし不備説は地震波観測網のみの欠陥を｝旨摘していると弁護しても、IMSの完成時には近
接地でより多くの地震波観測所が稼働し、また設備の改善（従来型の3部贔型からアレー型
になど）も予定されていることが考慮されていない。米国の新観測器開発の例を註（43）で紹
介しておいたが、放射性核種観測能力についてもしかりである。
　さらに、13日の実験は、インド側の発表でも05Ktと03K亡であり、　cr’B・11の検証体制が霞
指した敷居擁である1Ktをはるかに下回っている。この発表に疑義を唱えた科学者の観測推
定値は、インド側発表をさらに大幅に下回っているので、もしこうした数値が実態値に近似
すると仮定すると、ますます明確な探知・観測は困難な状況にあったことになる。
　より厳格な検証体剃にするには、前述したように、国家主権、技術そして財政的障害を克
服する必要がある。もしこの点を播してCTB「rの検証体制が不備だと提唱するのであらば、
非現実的とは思うが、それなりの論拠を持つ見解と書えるであろう。しかし、本稿が需うと
ころの検証体制不備説は、国家主権維持の点で特に、この見解とは異なっていると朝断できる。
　不備説の重大な問題点として、現地査察の果たす大きな役罰を考慮に入れていない点も指
摘できる。立証可能な明確な遠隔探知は、必ずしも必要がない。怪しい事象は、現地査察を
適時的に実施すればほぼ間違いなく黒白がつくからだ。また、CTBTの場合、抑止が隠的で
あり、事前に実験準備を探知し、防止する体制は最初から目指していない。実験があったか
どうか調査の上、事後に断定する体制である。もともと目的としていない完全な事前探知が
出来なかったとしても、C1写rの検証体制が不備であるとは言えないであろう。
　ちなみに、実験準備を基本義務に含めるか、または何らかの言及を条約でするかをめぐっ
ては、ドイツが交渉の最終段階まで粘った問題である。結局、定義の困難さが決め手となっ
て基本義務には含まれず、欝及さえもされなかった（58）。実験準備に類似した曖昧な活動を
禁止の対象にすると、核兵器国や敷居国がCT賢rに参舶しなくなる可能性が高まるとの理由
で、雷及に反対した意見もあった（5　9）。
　繰り返しになるが、NTMが疑惑現象の証拠として使用可能なことを挙げておきたい。仮に
IMSで疑惑現象と納得するに足る証拠を提示できなくとも、　NTMにより収集したデータが使
えるので、両者を併せて現地査察に値する現象との決断が下される可能性がある。衛星によ
る監視はますます解像度が高くなっているし、衛星の数を増やせば実験準備の発見確率でさ
えもあがるはずである。
　NT瀬の過大評価説に対しては、　NTMと！MSの相乗効果に対する疑問であるが、核実験の
探知能力のみに言及している点に問題がある。米国のNTMの目標値自体が数キロトンの探
知能力であり、王MSの玉Ktより劣っているため、相乗効果など期待できないとの考えであろ
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う。前述したが、NTMの役割で重要なのは、執行理事会が凝うのに十分」との情報を王MS
情報に付加して補完的に提示できる点にある。もし、執行理事会が必要と認めれば、現地査
察を行えるからである。また、実験準備段階で衛星により察知される可能性は否定できず、
その分準備のコストをあげ、中止を余儀なくされた場合の政治的ダメージなどを考えても、
より高い抑止の効果を期待できる。実際、インドは1996年末の核実験準備を発見され、中止
を余儀なくされている（t’　°｝。
　低威力型の核実験は世界どこでも実験が可能になるので、探知さらには核実験かどうかの
識別が困難になるとの指摘は、磁γrで公認された核兵器国など高度の核技術を蓄積した国に
関しては正しいと書える。しかし、それ以外の国がより簡単な比較的大きな核実験を経ずに、
すぐに技術的洗練を必要とする低威力型に踏み切れる可能性は少ない。また、こうした可能
性をなくすためにも、現在停滞しているカット・オフ条約の交渉進展が望まれる。これ以上
厳格な検証を求めると、再三鮨摘しているように、国家主権概念の変容が必要になるのでは
なかろうか。
　僑頼度を高めるために、幾重にも網を張ったcrBTの検証体制だが、完壁とはとても言え
ない。B日のインドの実験が傍証になるかと思うが、0－GKtの爆発実験の探知は微妙なところ
がある。また、いかに完全無欠な体制を構築しても、断固実験をすると決めた国の決定を覆
すことは出来ない。ただ、実験の意思はあっても逡巡している場合には、かなりの抑止効果
があることは否定できないだろう。
　最後に、先述の論文は、CTI3Tでは核実験の明確な定義がされていないと憲張しているが、
嘆質的に」明らかな誤解であると指摘しておきたい。「実質的に」と述べたのは、条約の文
書のみを見れば、確かに明確な定義がされていないと論ずることは可能だからである。しか
し、条約の文書の解釈では、交渉の経緯・記録（ncgotiatlngrecords）が援用できるとされてお
り、CTBTにおける核実験の定義はクリントン政権の解釈と同じことは明白である。この点
に誤解が生じないよう、念を押しておきたい。
Vまとめ
　印パが行った核実験の威力に関する公式発表と、その地震波を観測した専門家が推定した
威力（これ自体にもばらつきはあるが）の問に、大きな相違があった。最初に、議論の題材
また事実確認のために、この相違に関するインド側および疑義側双方の主張・根拠などを中
心に紹介した。
　特に悶題となったのは、5月13日にインドが実施したと発表した二回の低威力型実験であっ
た。発生したはずの地震波を探知した地震計は、インド国外では皆無であったからだ。これ
を根拠に、CT正資の検証体制不備説が生まれた。
　この不備説を検討するために、本稿では、まず、一般的な検証（査察を含む）の目的は違
反行為の抑止にあり、完壁な探知や違反の防止ではない点を強調した。そして、CTBTの検
証体制は四分野で構成されているが、中でも重要と思われるIMSと査察制度について、以下
の点を特に捲摘した。
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　まず第一に、IMSそのものが四技術分野から構成されており、地震波観測はその一分野に
しかすぎないこと。第二に、条約違反を疑うに十分な証拠があればよく、違反を立証する必
要はないこと。現地査察でこの疑わしい事象に黒白がつくと予想できること。第三に、いわ
ゆるNTMも証拠収集手段として認められていることなどである。つまり、一つの手段が探
知に失敗しても、他の手段で探知可能な体制であり、しかも最終的には現地査察で確認可能
になっており、幾重にも安全弁が設けられている体制である。
　こうした論拠を示しながら、C沿ギの検証体制不備説は地震波観測だけで全ての核爆発実
験が探知出来る完壁な検証体制を前提としており、crBTの検証体制の基本的想定である抑
止とは異なっている。CTBTの検証体制は、もともと完壁な体制など圏搬してはいない。さ
らに、不備説の前提は、現状においては実現不可能であると論じた。
　04Ktの範囲の爆発実験探知能力に疑問符がつく点は、不備説の指摘する通りであるが、政
治的に十分な信頼をおける探知能力を持つには、政治的（国家主権）、技術的そして財政的な
障害がある。なかでも、国家主権の問題が常に最大の障壁として立ちはだかり、現状におい
てはいかんともしがたい点を強調した。もちろん、技術的隈界もある。
　完成時でも探知が微妙な範囲の爆発実験（インドの発表を額面通り受け取っても）で、検
証体制自体が構築途上の未整備段階で、さらに疑わしい事象に対する現地査察ができない状
況下で、IMSのうちの一分野でしかない地震波観測網が何も記録出来なかったからと書って、
CT8Tの検証体制が不備であるとは需えないであろう。よしんば、不備説が地下核実験を主
な対象とする地震波観測網のみを批判しているとしても、地震波観灘網もまだ構築途上であ
り、地震計など設備の改善も予定されているので、批判は必ずしも当たらないと論じた。
　何よりも、C’1’BTはまだ未発効である。インド、パキスタン、北朝鮮などの調印拒否や来
調印で発効のめどがついていないのに、検証体制を構築し始めている点は、C’1’B’1”機構や財
政負握をしている調印国の努力を多とすべきではないだろうか。
　軍備管理・軍縮条約においては、「僑頼するが検証せよ（臓ust　and　Ve面う」との考えに基づ
く限り〔61＼基本義務（禁止の対象）は検証体制と裏腹の問題である。締約團が政治的に十
分であるとみなせる程度の信頼がおける検証体制があって初めて、基本義務での合意が成立
しやすくなる。
　CfBTの場合は、もし実際の規定よりも基本義務の範疇を広げたとすると、検証体制の信
頼度が低下するため、締約国間で条約の履行に疑義が生じる可能性が高くなり、条約の成立
のみならず成立後の実効性に障害が生じた可能性は否定できないであろう。
　最後に、検証・査察体制は技術的側颪と高度に政治的な側颪を合わせ持つが、軍備管理・
軍縮条約が有効に働くかどうかの鍵を握るほど肝要な問題であることを指摘しておきたい。
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（46）拙稿「『階限付き露核軍縮提案と包播的核実験禁比条約の前文」、大阪外翻語大学9アジア太平洋論
　　葺麹第8暑、1998奪3月、を参照されたい。
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（50）印パの実験聴の検証体制が完成時にほど遠いことを一般的に示唆出来れば、本稿のここでの毯的は
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（58）C’1’B・lt交渉に参加した、筆者の個人的記憶による。
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（60）拙稿脚パの該実験：インドの核実験実施命令の分析と核実験の法的位置づけ」、前掲誌、を参照
　　されたい。
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